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附 議 議 案 

 

議 案 番 号        件            名 

 

報告第１号  専決処分の報告について 

（洞爺湖町税条例の一部を改正する条例） 

報告第２号  専決処分の報告について 

（洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例） 

報告第３号  専決処分の報告について 

（平成２８年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１１号）） 

同意第 1 号  教育委員会委員の任命について 

議案第１号  洞爺湖町防災会議条例の一部改正について 

 



報告第１号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定

により報告する。 

 

記 

 

洞爺湖町税条例の一部を改正する条例 

 

 平成２９年５月１１日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春  
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専 決 処 分 書 

 

洞爺湖町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

 

  平成２９年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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洞爺湖町税条例の一部を改正する条例 

 

洞爺湖町税条例（平成１８年洞爺湖町条例第４２号）の一部を次のように改正す

る。 

第３３条第４項中「第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後に

おいて」を「特定配当等申告書（」に、「もの及びその時までに提出された第３６

条の３第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項にお

いて同じ」に、「これらの申告書」を「特定配当等申告書」に改め、同項に次のた

だし書及び各号を加える。 

ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、この項の

規定を適用しないことが適当であると町長が認めるときは、この限りでない。 

⑴ 第３６条の２第１項の規定による申告書 

⑵ 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる

申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

第３３条第６項中「第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後に

おいて」を「特定株式等譲渡所得金額申告書（」に、「もの及びその時までに提出

された第３６条の３第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以

下この項において同じ」に、「これらの申告書」を「特定株式等譲渡所得金額申告

書」に改め、同項に次のただし書及び各号を加える。 

ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、この項の

規定を適用しないことが適当であると町長が認めるときは、この限りでない。 

⑴ 第３６条の２第１項の規定による申告書 

⑵ 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる

申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

第３４条の９第１項中「第３３条第４項の申告書」を「第３３条第４項に規定す

る特定配当等申告書」に、「同条第６項の申告書」を「同条第６項に規定する特定

株式等譲渡所得金額申告書」に、「法第２章第１節第６款」を「同節第６款」に改

める。 

第４８条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第２項中「においては」

を「には」に改め、同条第３項中「においては」を「には」に改め、「とする」の

次に「。第５項第１号において同じ」を加え、「によって」を「により」に改め、

同条第５項中「については」の次に「、前項の規定にかかわらず」を加え、同条第

６項中「によって」を「により」に、「第７５条の２第７項」を「第７５条の２第
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９項」に改め、同条第７項中「によって」を「により」に改める。 

第５０条第１項中「においては」を「には」に、「によって」を「により」に改

め、同条第２項中「とする」の次に「。第４項第１号において同じ」を加え、同条

第４項中「法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出」を「納付すべき税額を増加させる更正（これに類す

るものを含む。以下この項において「増額更正」という。）」に、「（当該修正申

告書」を「（当該増額更正」に、「同条第１項」を「法第３２１条の８第１項」に、

「修正申告書が提出された」を「増額更正があった」に、「修正申告書の提出」を

「増額更正」に改め、「については」の次に「、前項の規定にかかわらず」を加え、

「が提出した修正申告書に係る」を「についてされた当該増額更正により納付すべ

き」に、「第４８条の１５の５第３項」を「第４８条の１５の５第４項」に改め、

同項第２号中「修正申告書に係る更正」を「増額更正」に、「まで」を「（法人税

に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定がされたことによ

る更正に係るものにあっては、当該修正申告書を提出した日又は国の税務官署が更

正若しくは決定の通知をした日）まで」に改める。 

第６１条第８項中「、第３４９条の４又は第３４９条の５」を「又は第３４９条

の３の４から第３４９条の５まで」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 

第６１条の２ 法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合は２分の１

とする。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

第６３条の２の見出し中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３第３項並びに

第１５条の３の２第４項及び第５項」に改め、同条第１項中「第１５条の３第２項」

を「第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項」に改め、同項

第３号中「の区分所有者全員の共有に属する共用部分」を削る。 

第６３条の３の見出し中「あん分」を「按分」に改め、同条第１項中「あん分の」

を「按分の」に改め、同項第５号中「あん分する」を「按分する」に改め、同条第

２項中「あん分の」を「按分の」に、「以後３年」を「から起算して３年」に改め、

「各年度」の次に「とし、法第３４９条の３の３第１項に規定する被災市街地復興

推進地域（第７４条の２において「被災市街地復興推進地域」という。）が定めら

れた場合（避難の指示等が行われた場合において、避難等解除日の属する年が被災

年の翌年以後の年であるときを除く。第７４条の２において同じ。）には、当該被

災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日と

する年度までの各年度とする。」を加え、同項第６号中「あん分する」を「按分す
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る」に改め、同条第３項中「あん分」を「按分」に改める。 

第７４条の２第１項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め、「各年度」

の次に「とし、被災市街地復興推進地域が定められた場合には、当該被災年度の翌

年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度ま

での各年度とする。」を加え、同条第２項中「以後３年」を「から起算して３年」

に改め、「各年度分」の次に「とし、被災市街地復興推進地域が定められた場合に

は、当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を

賦課期日とする年度までの各年度分とする。」を加える。 

附則第５条第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３０年度」を「平成３３年度」に改める。 

附則第１０条を次のように改める。 

（読替規定） 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用がある各年度分

の固定資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３の４から第３４９

条の５まで」とあるのは、「若しくは第３４９条の３の４から第３４９条の５ま

で又は法附則第１５条から第１５条の３の２まで」とする。 

附則第１０条の２第７項中「附則第１５条第２９項」を「附則第１５条第２８項」

に改め、同条第８項中「附則第１５条第３０項」を「附則第１５条第２９項」に改

め、同条第９項中「附則第１５条第３１項」を「附則第１５条第３０項」に改め、

同条第１０項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３２項第１

号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５

条第３２項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第３３項第２号イ」

を「附則第１５条第３２項第２号イ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第３

３項第２号ロ」を「附則第１５条第３２項第２号ロ」に改め、同条第１４項中「附

則第１５条第３３項第２号ハ」を「附則第１５条第３２項第２号ハ」に改め、同条

第１５項を削り、同条第１６項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３

７項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項を削り、同条第１８項中「附

則第１５条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第１６項と

し、同項の次に次の２項を加える。 

１７ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第４５項に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

附則第１０条の３第２項中「附則第７条第２項」を「附則第７条第３項」に改め、

同条第４項中「附則第１２条第２１項第２号」を「附則第１２条第２１項第１号ロ」

に改め、同条第５項第２号中「附則第１２条第２２項の規定により読み替えて適用

される」を「附則第１２条第２４項において準用する」に改め、同条第６項中「附
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則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６項」に改め、同条第７項中「附則第

７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項第４号中「附則第１２

条第２８項」を「附則１２条第３０項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第２

９項」を「附則第１２条第３１項」に改め、同条第８項中「附則第７条第９項各号」

を「附則第７条第１０項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３６項」を

「附則第１２条第３８項」に改め、同条第９項中「に施行規則第７条第１１項」を

「に施行規則附則第７条第１４項」に、「附則第１２条第２４項」を「附則第１２

条第２６項」に改め、同項第５号中「附則第７条第１１項」を「附則第７条第１４

項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第８項の次に次の２項を加える。 

９ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同

項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改

修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１１項各号に規定する書類を添付して町長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 耐震改修が完了した年月日 

⑸ 耐震改修に要した費用 

⑹ 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、

３月以内に提出することができなかった理由 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は同条

第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修

工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第７条第１２項各号に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の用に供する部分の床   

面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

⑸ 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３８項に規定する補

助金等 

⑹ 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する
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場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

附則第１６条第３項中「次項」を「以下この条（第５項を除く。）」に改め、同

条に次の３項を加える。 

５ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する

第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分

の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税

に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

６ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する

第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分

の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税

に限り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の

規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適用については、

当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車

が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り、第４項の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

附則第１６条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 町長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第７項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に

規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断

をするものとする。 

２ 町長は、納付すべき軽自動車税の額について不足額があることを第８３条第２

項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において

知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請を
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した者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直

接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣

の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を

取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人

を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなし

て、軽自動車税に関する規定（第８７条及び第８８条の規定を除く。）を適用す

る。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の額は、同項の不

足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

４ 第２項の規定の適用がある場合における第１９条の規定の適用については、同

条中「納期限（」とあるのは、「納期限（附則第１６条の２第２項の規定の適用

がないものとした場合の当該３輪以上の軽自動車の所有者についての軽自動車税

の納期限とし、当該」とする。 

附則第１６条の３第２項中「申告書」を「特定配当等申告書」に改め、「提出し

た場合」の次に「（次に掲げる場合を除く。）」を加え、「第３３条第１項」を「同

条第１項」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 第３３条第４項ただし書の規定の適用がある場合 

⑵ 第３３条第４項第１号に掲げる申告書及び同項第２号に掲げる申告書がいず

れも提出された場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を

勘案して、前項の規定を適用しないことが適当であると町長が認めるとき。 

附則第１７条の２第１項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３

４条の２第４項」を「附則第３４条の２第１項」に、「除く。以下この条」を「除

く。次項」に、「同項の」を「前条第１項の」に、「応じ」を「応じ、」に改め、

同条第２項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「附則第３４条の２第９項」

を「附則第３４条の２第１０項」に、「場合においては」を「ときは」に改める。 

附則第２０条の２第４項中「第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出

期限までに提出されたもの及びその提出期限後において」を「特例適用配当等申告

書（」に、「ものに限り、その時までに提出された第３６条の３第１項に規定する

確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ」に、

「これらの申告書」を「特例適用配当等申告書」に改め、同項に次のただし書及び

各号を加える。 

ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、同項後段

の規定を適用しないことが適当であると町長が認めるときは、この限りでない。 

-8-



 

⑴ 第３６条の２第１項の規定による申告書 

⑵ 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる

申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

附則第２０条の３第４項中「第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出

期限後において」を「条約適用配当等申告書（」に、「もの及びその時までに提出

された第３６条の３第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以

下この項において同じ」に、「これらの申告書」を「条約適用配当等申告書」に改

め、同項に次のただし書及び各号を加える。 

ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、同項後段

の規定を適用しないことが適当であると町長が認めるときは、この限りでない。 

⑴ 第３６条の２第１項の規定による申告書 

⑵ 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる

申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

附則第２０条の３第６項中「第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出

期限後において町民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその

時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含む。）」を「同条第４項

に規定する条約適用配当等申告書」に、「これらの申告書」を「条約適用配当等申

告書」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 附則第５条の規定 公布の日 

⑵ 附則第５条第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 平成３１年１月１日 

⑶ 附則第１０条の２第１８項を同条第１６項とし、同項の次に２項を加える改

正規定（同条第１８項に係る部分に限る。）都市緑地法等の一部を改正する法

律（平成２９年法律第  号）の施行の日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の洞爺湖町税条例（以

下「新条例」という。）の規定中個人の町民税に関する部分は、平成２９年度以

後の年度分の個人の町民税について適用し、平成２８年度分までの個人の町民税

については、なお従前の例による。 

２ 前条第２号に掲げる規定による改正後の洞爺湖町税条例の規定中個人の町民税

に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、平
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成３０年度分までの個人の町民税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第４８条第３項及び第５項並びに第５０条第２項及び第４項の規定は、

平成２９年１月１日以後に新条例第４８条第３項又は第５０条第２項に規定する

納期限が到来する法人の町民税に係る延滞金について適用する。 

  （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２８年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第６１条第８項及び附則第１０条（地方税法及び航空機燃料譲与税法の

一部を改正する法律（平成２９年法律第２号。第４項及び次条第２項において「改

正法」という。）による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下こ

の項において「新法」という。）第３４９条の３の４に係る部分に限る。）の規

定は、平成２８年４月１日以後に発生した新法第３４９条の３の３第１項に規定

する震災等（第４項において「震災等」という。）に係る新法第３４９条の３の

４に規定する償却資産に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用する。 

３ 新条例第６１条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 新条例第６３条の３第２項及び第７４条の２の規定は、平成２８年４月１日以

後に発生した震災等により滅失し、又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた

土地に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、同

日前に発生した改正法による改正前の地方税法（以下この条において「旧法」と

いう。）第３４９条の３の３第１項に規定する震災等により滅失し、又は損壊し

た家屋の敷地の用に供されていた土地に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 

５ 平成２５年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に締結された旧法附則

第１５条第３６項に規定する管理協定に係る同項に規定する協定倉庫に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に新たに取得された旧

法附則第１５条第４０項に規定する機器に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、

平成２９年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、平成２８年度分までの

軽自動車税については、なお従前の例による。 
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２ 町長は、納付すべき軽自動車税（平成２８年度以前の年度分のものに限る。）

の額について不足額があることを洞爺湖町税条例第８３条第２項の納期限（納期

限の延長があったときは、その延長された納期限）後において知った場合におい

て、当該事実が生じた原因が当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者以外

の者（以下この条において「第三者」という。）にあるときは、地方税法第１３

条第１項の規定による告知をする前に、当該第三者（当該第三者と改正法附則第

１８条第２項に規定する特別の関係のある者を含む。以下この条において同じ。）

に対し、当該不足額に係る軽自動車税の納付を申し出る機会を与えることができ

るものとし、当該申出の機会を与えられた第三者が当該申出をしたときは、当該

第三者を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者と

みなして、軽自動車税に関する規定（洞爺湖町税条例第８７条及び第８８条の規

定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定による申出をした第三者は、当該申出を撤回することができない。 

（洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例（平成２８年洞爺湖町条例第３２

号）の一部を次のように改正する。 

  第１条の２中洞爺湖町税条例附則第１６条第２項から第４項までを削る改正規

定の次に次のように加える。 

   附則第１６条の２を次のように改める。 

第１６条の２ 削除 

第２条を次のように改める。 

（洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例（平成２６年洞爺湖町条例第９

号）の一部を次のように改正する。 

附則第５条の表新条例附則第１６条第１項の表第８２条第２号アの項の項の

左欄及び中欄中「第８２条第２号ア」を「第２号ア」に改める。 

附則第１条第１号中「及び」の次に「第２条の規定並びに」を加え、同条第３

号中「及び第２条の規定並びに」を「の規定及び」に改める。 
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報告第２号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定

により報告する。 

 

記 

 

洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 平成２９年５月１１日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春  
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専 決 処 分 書 

 

洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

 

  平成２９年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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      洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

  洞爺湖町国民健康保険税条例（平成１８年洞爺湖町条例第１０６号）の一部を次

のように改正する。 

 

第２３条第２号中「２６万５，０００円」を「２７万円」に改め、同条第３号中

「４８万円」を「４９万円」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の洞爺湖町国民健康保険税条例の規定は、平成２９年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、平成２８年度分までの国民健康保険税について

は、なお従前の例による。 
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報告第３号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

 

記 

 

 平成２８年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１１号） 

 

平成２９年５月１１日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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専 決 処 分 書 

 

平成２８年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１１号）については、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決

処分する。 

 

平成２９年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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平成２８年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１１号） 

 

平成２８年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１１号)は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８４，３４６千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，７３２，９２９千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

2. 地 方 譲 与 税 64,000 5,584 69,584

1. 自 動 車 重 量 譲 与 税 43,900 5,360 49,260

2. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 20,100 224 20,324

3. 利 子 割 交 付 金 1,500 △ 668 832

1. 利 子 割 交 付 金 1,500 △ 668 832

4. 配 当 割 交 付 金 2,000 △ 451 1,549

1. 配 当 割 交 付 金 2,000 △ 451 1,549

5.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

250 687 937

1.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

250 687 937

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 195,000 △ 13,107 181,893

1. 地 方 消 費 税 交 付 金 195,000 △ 13,107 181,893

8. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 9,400 2,375 11,775

1. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 9,400 2,375 11,775

9. 地 方 特 例 交 付 金 900 320 1,220

1. 地 方 特 例 交 付 金 900 320 1,220

10. 地 方 交 付 税 3,487,459 81,436 3,568,895

1. 地 方 交 付 税 3,487,459 81,436 3,568,895

17. 寄 附 金 41,583 2,670 44,253

1. 寄 附 金 41,583 2,670 44,253

21. 町 債 1,004,413 5,500 1,009,913

1. 町 債 1,004,413 5,500 1,009,913

7,648,583 84,346 7,732,929

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 総 務 費 431,722 87,411 519,133

1. 総 務 管 理 費 403,063 87,411 490,474

10. 教 育 費 392,131 △ 3,065 389,066

1. 教 育 総 務 費 94,164 △ 3,065 91,099

7,648,583 84,346 7,732,929

款 項

歳 出 合 計

（単位：千円）
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第２表 地方債補正 

１．変更                       （単位：千円） 

起債の目的 

変 更 前 変 更 後 

限度額 
起債の 

方 法 
利 率 償還の方法 限度額 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

花 美 館 

改修事業 
100,000 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0以内（た

だし、利率

見直し方式

で借入れる

資金につい

て、利率見

直しを行っ

た後におい

ては、当該

見直し後の

利率） 

政府資金又は

その他資金と

し、その融資

条件による。 

ただし、町財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は低利に借

換えることが

できる。 

105,500 同左 同左 同左 
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同意第１号  

 

教育委員会委員の任命について 

 

 下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により議会の同意を

求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町成香１１９番地４ 

氏 名  岩 原 義 美 

     昭和２４年３月７日生 

 

  平成２９年５月１１日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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議案第１号 

 

   洞爺湖町防災会議条例の一部改正について 

 

 洞爺湖町防災会議条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  平成２９年５月１１日提出 

 

 洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

   洞爺湖町防災会議条例の一部を改正する条例 

 

洞爺湖町防災会議条例（平成１８年洞爺湖町条例第６４号）の一部を次のように

改正する。 

 

第３条第５項第６号中「西胆振消防組合」を「西胆振行政事務組合」に改める。 

 

附 則 

この条例は、平成２９年６月１日から施行する。 
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